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四半期報告書の訂正報告書 
 

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用

電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに頁を付して出力・印

刷したものであります。 

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書の訂正報告書に添付

された四半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書の訂正報告書と同時

に提出した確認書を末尾に綴じ込んでおります。 
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平成25年11月、顧客である医療機関から、医療機関の所有する医療機器の保守点検作業につき当社従業

員が作成した修理点検報告書に関する確認があり、報告書の内容に関して疑義があったため、社内調査チ

ームを設置し調査を実施してまいりました。その結果、当社従業員は、当該医療機関が所有する医療機器

の保守点検作業を行う際、虚偽の報告を行い、その報告に基づき過大な売上計上を６年以上前から繰り返

していた事実が確認できたため、平成25年12月25日、当社従業員による不正行為が判明した旨を開示する

とともに、社外の弁護士・公認会計士を含めた調査委員会を設立し、社内調査チームの調査結果の網羅性

と正確性の検証に加え、追加調査を実施することといたしました。 

同日以降、調査委員会は証憑書類や取引データの精査、関係者へのヒアリングやその他実施可能な方法

により、当該不正行為に関して調査を実施し、平成26年２月12日、当社は調査委員会より調査結果を記載

した調査報告書を受領いたしました。 

平成26年２月12日付の調査委員会による調査報告書における指摘を受け、過去に提出いたしました有価

証券報告書等に記載されている連結財務諸表及び財務諸表に含まれる不適切な会計処理を訂正することと

いたしました。 

調査委員会による調査により、平成18年２月より当社元従業員２名及び当社従業員１名により、顧客で

ある医療機関が所有する医療機器の修理・点検作業等について、虚偽の報告を行い、その報告に基づき架

空及び過大な売上計上及び代金の請求を繰り返していたことが判明いたしました。  

当該取引に関連する「売上高」及び「売掛金」については、実態を伴わず、正規な取引とは認められな

いため取消しを行うと共に、当該取引に関する回収済み代金については、正当な請求代金とは認められな

いため、当該医療機関への返還債務として、「未払金」として計上いたしました。関連する「売上原価」

については、通常の正規な売上高に対応するものとは認められないため、「不正関連損失」に振替えまし

た。また、その他必要と認められる修正を行いました。 

これらの決算訂正により、当社が平成25年４月12日付で提出いたしました第65期第３四半期（自 平成

24年12月１日 至 平成25年２月28日）四半期報告書の記載事項の一部を訂正する必要が生じましたの

で、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出するもので

あります。 

訂正後の四半期連結財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けてお

り、その四半期レビュー報告書を添付しております。 

なお、四半期連結財務諸表の記載内容に係る訂正箇所についてはXBRLの修正も行いましたので、併せて

修正後のXBRLデータ一式（表示情報ファイルを含む）を提出いたします。 

  

１ 【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】

１．訂正の経緯

２．会計処理
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訂正箇所は  を付して表示しております。 

  

２ 【訂正事項】

第一部 企業情報

第１ 企業の概況

１ 主要な経営指標等の推移

第２ 事業の状況

３ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

第４ 経理の状況

１ 四半期連結財務諸表

四半期レビュー報告書

３ 【訂正箇所】
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(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３  潜在株式調整後１株当たり四半期(当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第64期

第３四半期
連結累計期間

第65期
第３四半期
連結累計期間

第64期

会計期間
自  平成23年６月１日

至  平成24年２月29日

自  平成24年６月１日

至  平成25年２月28日

自  平成23年６月１日

至  平成24年５月31日

売上高 （千円） 30,866,436 33,408,558 44,325,064

経常利益 （千円） 231,436 386,869 474,461

四半期（当期）純利益 （千円） 74,508 199,618 170,827

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 40,633 245,019 112,150

純資産額 （千円） 4,792,647 5,047,933 4,864,164

総資産額 （千円） 13,998,273 15,358,585 16,569,565

１株当たり四半期（当期）
純利益金額

（円） 29.19 78.22 66.94

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 34.2 32.9 29.3
 

回次
第64期

第３四半期
連結会計期間

第65期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成23年12月１日

至  平成24年２月29日

自  平成24年12月１日

至  平成25年２月28日

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額（△）

（円） △10.55 5.17
 

２ 【事業の内容】
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当第３四半期連結累計期間における当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、または前事業年度の有価証券報告

書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、震災復興需要等を背景として、内需に一部改善の

兆しが見られたものの、デフレの長期化に加え、海外経済の停滞や円高の影響により生産や輸出が減少

するなど、不安定な状況で推移しました。期間の後半には、円高修正と米国経済の回復等により、景況

感に改善の兆しも見られております。 

医療業界におきましては、平成25年度政府予算案におきまして、医療再生戦略関連の施策として、地

域医療支援センターの増設などの国民が安心できる医療提供体制の整備や、チーム医療の普及促進など

の地域医療確保対策、また災害医療体制の強化などに予算枠が設けられました。一方、平成24年４月に

実施された診療報酬改定により一部の医療機関に経営の改善傾向は見られるものの、医療材料の償還価

格は引き下げとなり、当社グループが属する医療機器販売業界では、業者間の販売競争が一層激しくな

っております。 

このような状況の下、本年度当社グループでは、本部による営業支援体制を強化し、医療機関からの

要請の強い購買・物流面の効率化支援機能を高め、取引先のコスト削減や業務改善につながる企画提案

活動を積極的に推進してまいりました。これらの活動の成果であるＳＰＤ（病院内物品管理業務）契約

施設の増加に対応するため、ＳＰＤセンター（佐賀県鳥栖市）を拡張し、センター稼働率の向上による

物流の効率化と、商品販売や手数料収入の拡大をはかっております。また、医療ＩＣＴ（情報通信技

術）分野では、従来の電子カルテ・オーダリングをはじめとする病院内情報化の支援に加え、地域医療

ネットワークや在宅医療支援、認知症対策などにおいて新たなビジネスモデルの構築によるマーケット

の開拓に取組んでおります。 

この結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は334億８百万円（前年同四半期比8.2％増）と

なり、利益面につきましては、売上増加に伴う売上総利益の増加により営業利益は３億30百万円（前年

同四半期比78.8％増）、経常利益は３億86百万円（前年同四半期比67.2％増）、四半期純利益は１億99

百万円（前年同四半期比167.9％増）となりました。 

  

  

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況
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セグメントごとの業績は次のとおりであります。 

①医療機器販売業 

医療機器販売業のうち一般機器分野では、基幹病院施設の建替えによる需要増加と、超音波画像診断

装置や手術用医療機器等の医療機器備品の売上増により59億20百万円（前年同四半期比5.6％増）とな

りました。一般消耗品分野では、営業深耕施策による顧客取引額の増加やＳＰＤ契約施設の増加等によ

る医療機器消耗品の売上増や、ＳＰＤ管理料の増加により166億39百万円（前年同四半期比7.3％増）と

なりました。低侵襲治療分野では、ＩＶＥ（内視鏡処置用医療材料）やＩＶＲ（血管内治療用医療材

料）等の低侵襲治療用医療材料や、腹腔鏡ビデオシステム等のサージカル備品の売上増により75億55百

万円（前年同四半期比9.7％増）となりました。メディカルサービス分野では、ＣＴ（コンピューター

断層撮影装置）やＭＲＩ（磁気共鳴画像装置）等の画像診断機器の売上増により23億56百万円（前年同

四半期比38.6％増）となりました。医療情報分野では、画像ファイリングシステム等の売上減少により

７億42百万円（前年同四半期比22.6％減）となりました。 

この結果、医療機器販売業の売上高は332億14百万円（前年同四半期比8.3％増）、セグメント利益は

７億37百万円（前年同四半期比12.4％増）となりました。 

  

②医療モール事業 

医療モール事業におきましては、主として賃料収入により売上高は30百万円（前年同四半期比12.0％

増）、セグメント損失は23百万円（前年同四半期は34百万円のセグメント損失）となりました。 

  

当第３四半期連結会計期間末における総資産は153億58百万円となり、前連結会計年度末に比べて12

億10百万円減少いたしました。流動資産は、現金及び預金や有価証券の減少等により121億13百万円と

なりました。 

負債は、支払手形及び買掛金の減少等により、前連結会計年度末に比べて13億94百万円減少し、103

億10百万円となりました。また、純資産は前連結会計年度末に比べて１億83百万円増加し、50億47百万

円となり、自己資本比率は32.9％となりました。 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に変更及び

新たに生じた課題はありません。 

  

該当事項はありません。 

(2) 財政状態の分析

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

(4) 研究開発活動
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 8,000,000

計 8,000,000
 

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成25年２月28日)

提出日現在発行数(株)
(平成25年４月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 2,553,000 2,553,000
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数
100株

計 2,553,000 2,553,000 － －
 

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年12月１日～

平成25年２月28日
― 2,553,000 ― 494,025 ― 627,605

 

(6) 【大株主の状況】
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当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成24年11月30日）に基づく株主名簿による

記載をしております。 

  

平成24年11月30日現在 

(注)「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式90株が含まれております。 

  

平成24年11月30日現在 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式
800 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,551,500 25,515 －

単元未満株式 普通株式 700 － －

発行済株式総数 2,553,000 － －

総株主の議決権 － 25,515 －
 

②  【自己株式等】

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義所有

株式数(株)

他人名義所有

株式数(株)

所有株式数

の合計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

(自己保有株式)
山下医科器械
株式会社

長崎県佐世保市湊町３番13号 800 － 800 0.03

計 － 800 － 800 0.03
 

２ 【役員の状況】
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当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成

19年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年12月

１日から平成25年２月28日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年６月１日から平成25年２月28日

まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けてお

ります。 

また、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出してお

りますが、訂正後の四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受

けております。 

第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２. 監査証明について
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１ 【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年５月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,233,118 1,802,641

受取手形及び売掛金 7,313,187 8,007,915

有価証券 800,000 300,000

商品 1,586,190 1,674,693

その他 ※ 399,781 ※ 340,116

貸倒引当金 △9,910 △11,863

流動資産合計 13,322,366 12,113,503

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 2,193,508 2,204,950

減価償却累計額 △1,088,001 △1,147,973

建物及び構築物（純額） 1,105,506 1,056,976

土地 1,446,085 1,446,085

建設仮勘定 21,688 24,729

その他 530,724 571,656

減価償却累計額 △453,730 △476,870

その他（純額） 76,994 94,786

有形固定資産合計 2,650,275 2,622,578

無形固定資産 92,716 64,228

投資その他の資産

投資有価証券 145,835 221,568

その他 358,371 336,706

投資その他の資産合計 504,206 558,274

固定資産合計 3,247,198 3,245,081

資産合計 16,569,565 15,358,585

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 10,102,394 9,198,849

未払法人税等 237,482 5,240

賞与引当金 412,320 191,640

その他 ※ 710,320 ※ 638,213

流動負債合計 11,462,517 10,033,944

固定負債

退職給付引当金 7,586 37,920

その他 235,296 238,786

固定負債合計 242,882 276,707

負債合計 11,705,400 10,310,652
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年５月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年２月28日)

純資産の部

株主資本

資本金 494,025 494,025

資本剰余金 627,605 627,605

利益剰余金 3,680,404 3,818,772

自己株式 △971 △971

株主資本合計 4,801,063 4,939,431

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 61,413 106,432

その他の包括利益累計額合計 61,413 106,432

少数株主持分 1,687 2,069

純資産合計 4,864,164 5,047,933

負債純資産合計 16,569,565 15,358,585
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年６月１日
至 平成24年２月29日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年６月１日
至 平成25年２月28日)

売上高 30,866,436 33,408,558

売上原価 27,114,762 29,469,928

売上総利益 3,751,674 3,938,630

販売費及び一般管理費 3,566,871 3,608,126

営業利益 184,803 330,503

営業外収益

受取利息 1,623 2,844

受取配当金 1,903 1,590

仕入割引 39,304 40,389

受取手数料 7,939 11,609

その他 15,429 25,565

営業外収益合計 66,200 82,000

営業外費用

支払利息 1,830 1,973

不正関連損失 15,390 16,032

その他 2,346 7,629

営業外費用合計 19,567 25,634

経常利益 231,436 386,869

特別利益

投資有価証券売却益 3,375 －

特別利益合計 3,375 －

特別損失

固定資産除却損 18 51

事務所移転費用 1,202 1,552

退職給付制度改定損 42,304 －

特別損失合計 43,525 1,604

税金等調整前四半期純利益 191,287 385,264

法人税、住民税及び事業税 43,146 90,125

法人税等調整額 73,426 95,138

法人税等合計 116,573 185,264

少数株主損益調整前四半期純利益 74,714 200,000

少数株主利益 205 381

四半期純利益 74,508 199,618
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年６月１日
至 平成24年２月29日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年６月１日
至 平成25年２月28日)

少数株主損益調整前四半期純利益 74,714 200,000

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △34,080 45,018

その他の包括利益合計 △34,080 45,018

四半期包括利益 40,633 245,019

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 40,427 244,637

少数株主に係る四半期包括利益 205 381
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

  

  

該当事項はありません。 

  

当社において、不正行為の疑いが生じたことから、社内調査チームを設置して調査を実施するとと

もに社外の専門家を含めた調査委員会を設置し調査を進めてまいりました。 

その結果、過去に行われた取引の一部に関して不正行為及び不適切な会計処理が行われておりまし

た。 

  

「四半期報告書の訂正報告書の提出理由」に記載のとおり、当社の不適切な会計処理について、当

社は金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき過去に提出いたしました四半期報告書に記

載されている四半期連結財務諸表に含まれる不適切な会計処理を訂正し、四半期報告書の訂正報告書

を提出することを決定しました。 

  

【継続企業の前提に関する事項】

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

【会計方針の変更等】

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年６月１日  至  平成25年２月28日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

 当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より平成24年６月１日以後に取得し
た有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

 なお、これによる当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影
響は軽微であります。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【追加情報】

(不正取引及び不適切な会計処理について)

(訂正報告書の提出について)
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※  不正行為に関連して発生したものが以下のとおり含まれております。 

  

  

  

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第

３四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。 

  

  

  

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成24年５月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年２月28日)

流動資産

  その他

    未収入金 4,468千円 4,794千円

流動負債

  その他

    未払金 225,058千円 269,630千円
 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年６月１日
 至  平成24年２月29日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年６月１日
 至  平成25年２月28日)

減価償却費 143,812千円 120,606千円
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前第３四半期連結累計期間（自  平成23年６月１日  至  平成24年２月29日） 

１. 配当金支払額 

  

２. 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの 

    該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間（自  平成24年６月１日  至  平成25年２月28日） 

１. 配当金支払額 

  

２. 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの 

    該当事項はありません。 

(株主資本等関係)

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年８月26日 
定時株主総会

普通株式 25,521 10 平成23年５月31日 平成23年８月29日 利益剰余金
 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年８月28日 
定時株主総会

普通株式 61,250 24 平成24年５月31日 平成24年８月29日 利益剰余金
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（単位：千円） 

(注)１ 「その他」の区分は、自社グループ開発製品である整形外科用インプラントやプライベートブランド製品を製

造・販売しております。 

２ セグメント利益又は損失(△)の調整額△436,159千円には、各報告セグメントに配分しない全社費用△441,937

千円、棚卸資産の調整額5,777千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない親会社

（提出会社）の管理部門等に係る費用であります。 

３ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

  

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：千円） 

(注)１ 「その他」の区分は、主として自社グループ開発製品である整形外科用インプラントを製造・販売しておりま

す。 

２ セグメント利益又は損失(△)の調整額△406,564千円には、各報告セグメントに配分しない全社費用△406,349

千円、棚卸資産の調整額△214千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない親会社

（提出会社）の管理部門等に係る費用であります。 

３ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

  

  

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自  平成23年６月１日  至  平成24年２月29日）

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

報告セグメント その他 

(注)１
調整額 
(注)２

四半期連結
損益計算書 
計上額 
(注)３

医療機器 
販売業

医療モール
事業

計

 売上高

   外部顧客への売上高 30,473,632 27,609 30,501,241 365,194 － 30,866,436

  セグメント間の内部売上高
又は振替高

193,047 － 193,047 90,723 △283,770 －

計 30,666,679 27,609 30,694,289 455,917 △283,770 30,866,436

セグメント利益又は
損失（△）

656,483 △34,986 621,496 △533 △436,159 184,803
 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自  平成24年６月１日  至  平成25年２月28日）

報告セグメント その他 

(注)１
調整額 
(注)２

四半期連結
損益計算書 
計上額 
(注)３

医療機器 
販売業

医療モール
事業

計

 売上高

   外部顧客への売上高 33,124,319 30,924 33,155,243 253,314 － 33,408,558

  セグメント間の内部売上高
又は振替高

90,022 － 90,022 1,362 △91,384 －

計 33,214,341 30,924 33,245,265 254,677 △91,384 33,408,558

セグメント利益又は
損失（△）

737,924 △23,116 714,808 22,259 △406,564 330,503
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１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

  

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報)

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年６月１日
 至  平成24年２月29日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年６月１日
 至  平成25年２月28日)

１株当たり四半期純利益金額 29.19円 78.22円

(算定上の基礎)

四半期純利益金額(千円) 74,508 199,618

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 74,508 199,618

普通株式の期中平均株式数(株) 2,552,110 2,552,110
 

(重要な後発事象)
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該当事項はありません。 

２ 【その他】
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該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成26年２月14日

山下医科器械株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている山
下医科器械株式会社の平成24年６月１日から平成25年５月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期
間(平成24年12月１日から平成25年２月28日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年６月１日から平成
25年２月28日まで)に係る訂正後の四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損
益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、山下医科器械株式会社及び連結子会社の平
成25年２月28日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示
していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  
強調事項 
 追加情報に記載されているとおり、会社は、四半期連結財務諸表を訂正している。なお、当監査法人は、
訂正前の四半期連結財務諸表に対して平成25年４月12日に四半期レビュー報告書を提出した。 
  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
  

以  上 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任 あずさ監査法人
 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  黒 木  賢 一 郎  印
 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士    平 郡   真       印
 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士    植 木   豊       印
 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
 





【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 福岡財務支局長

【提出日】 平成26年２月14日

【会社名】 山下医科器械株式会社

【英訳名】 YAMASHITA MEDICAL INSTRUMENTS CO.,LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 山 下 尚 登

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 長崎県佐世保市湊町３番13号

【縦覧に供する場所】 山下医科器械株式会社福岡本社

（福岡県福岡市中央区渡辺通３丁目６番15号）

山下医科器械株式会社佐世保本社

（長崎県佐世保市湊町３番13号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 



当社代表取締役社長山下尚登は、当社の第65期第３四半期(自 平成24年12月１日 至 平成25年２月

28日)の四半期報告書の訂正報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを

確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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